
平成１８年度人事行政の運営等の状況を次のとおりお知らせします。

１　職員の採用や退職及び競争試験の状況

（１）採用（平成18年度採用分）

（単位：人）

大学 短大 高校

事務職 2 1 1 4

技術職 0

医師職 1 1

医療職 技術職 0

看護職 3 3

0

2 1 0 5 8

（２）競争試験（平成18年度採用分） （単位：人）

試験区分 受験者 最終合格者数

大卒 103 2

高校・短大卒 17 1

消防職

（３）退職等（平成１８年度退職分） （単位：人）

定年 勧奨 死亡 普通 分限 懲戒

事務職 8 91 1 7 107

技術職 1 22 4 27

労務職 2 3 5

医師職 2 5 7

医療職 技術職 1 6 16 23

看護職 2 17 42 61

10 3 13

14 126 1 39 63 0 0 243
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※ 医師や看護師など、国家資格の保有を条件とする職員の採用
は、面接による選考で採用を決定しています。

区分
退職



２　勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間 (平成１９年４月１日現在）

始業 就業 休憩時間 休息時間 週休日

8時45分 17時45分 60分 － 土・日曜日

※特別な形態での勤務を要する職員（消防職員等）は、上記以外に定めています。

（２）休暇の状況

①　年次有給休暇

　一の年につき２０日間与えられ、翌年に２０日を限度として繰り越すことができます。

平成１８年の取得状況

取得率

日 日 人 日 ％

6,968 1,481 176 8.4 21.3

②　その他の休暇（平成１９年４月１日現在）

病気休暇 療養に最低必要な期間

結婚 ５日以内

夏季 ３日以内

ドナー 必要期間

出産 産前・産後各８週間

配偶者出産 ２日以内

特別 育児時間 １日２回各３０分

休暇 子の看護 １日２回各３０分

法要 １日

忌引き ７日以内（死亡者の続柄により異なる）

非常災害 ７日以内

ボランテイア ５日以内

介護休暇（無給） 連続する６月の期間内において必要と認められる期間

組合休暇（無給） 一の年において３０日以内

③　育児休業・部分休業の取得状況

育児休業取得者数 人 2 人

部分休業取得者数 人 人

種類 付与期間

区分 男性職員 女性職員

勤務時間
勤務時間の割振り

付与日数 総取得日数 対象職員数 平均取得日数

週40時間
（１日8時間）

　育児休業は育児休業法により、子が満３歳に達するまでの間、職務に専念する義務
が免除される制度です。なお休業期間中の給与は支給されません。



３　分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分

（単位：人）

降任 免職 休職 小計

勤務成績不良 0

心身の故障 3 3

適格性を欠く 0

定数の改廃等 0

長期休養 0

刑事事件での起訴 0

失職（欠格条項） 地方公務員法第２８条第４項 0

0 0 3 3

（2）懲戒処分

　懲戒処分は本人の行為に対する制裁的性格を有する処分です。

（単位：人）

降任 免職 休職 小計

法令違反 0

0

0

0 0 0 0

4　服務の状況

・職務に専念する義務の特例に関する承認の状況

申請件数 承認件数

職務に専念する義務の特例に関する承認申請 94 94

５　研修及び勤務成績の評定の状況

（１）職員研修 （単位：人）

受講者数

新採用職員研修 地方公務員としての基礎的知識の習得 3

派遣研修（北海道市町村職員研修センター） 一般職員（法制基礎） 1

〃 専門（税務） 1

正科研修 市長講話と職員との対話 235

240

（２）勤務成績の評定

職員の正式任用及び昇任時（主事、主事補等）に勤務成績の評定を行っています。

夕張市職員の分限及び懲戒に関する条例（以下分限条
例という）第２条第１項第１号

分限条例第２条第１項第２号

分限条例第２条第１項第３号

分限条例第２条第１項第４号

分限条例第３条第１項第１号

分限条例第３条第１項第２号

処分事由 根拠

地方公務員法第29条第1項第1号

地方公務員法第29条第1項第2号
職務上の義務違反
又は職務の怠り

合計

根拠処分事由

地方公務員法第29条第1項第3号

研修の内容区分

　分限処分とは任命権者が職員の意に反する処分を出来る場合であり、次はその状況
を表にしたものです。

　職員は勤務時間中、職務に専念することを義務付されていますが、特例で研修や定
期健康診断等を受ける期間に限り、任命権者の承認によりこの義務が免除されます。

計

合計

全体の奉仕者たる
にふさわしくない
非行

区分



６　職員の福祉及び利益保護の状況

（１）健康診断

定期健康診断 356 人

総合健康診断（人間ドック） 42 人

有害業務検診(消防職員） 35 人

（２）公務災害の認定

公務災害 5 人

通勤災害 0 人

（３）職員福利厚生会

７　公平委員会の業務の状況

（１）勤務条件に関する措置の要求の状況

（２）不利益処分に関する不服申立ての状況

区分 件数

内容 受診者数

　平成１８年度は、地方公務員法第４６条による勤務条件に関する職員からの措置の
要求はありませんでした。

　平成１８年度は、地方公務員法第８条第１０項による不利益処分に関する職員の不
服申立てはありませんでした。

　地方公務員法第４２条の規定により、職員の福利厚生事業を行うことを目的に設立
され、職員の会費と市の交付金等で運営されていますが、平成１７年度以降は市から
の交付金は交付していません。



（単位：人）


